
基準の項目 基準が適用される特定開発事業等 基準の内容 
消防水利 開発区域の面積が 3,000 ㎡以上の

開発行為 ○消防活動の用に供するための消火栓、耐震防火水

槽その他の消防水利を設置すること。ただし、市長が

近隣の消防水利の状況から判断してその設置の必要

がないと認める場合は、この限りでない。 
○消防水利を設置する場合は、消防水利の標識を設

置する。 
消 防 活 動 空

地 高さが 10ｍを超える部分に居室の

床面を有するもの又は階数が 4 階

以上の階に居室を有するもの ○消防活動を行うための梯子その他の設備を装備し

た消防用自動車の活動の用に供するための空地及び

空地への進入路を設置すること。ただし、道路を消防

活動空地とみなすことができる場合は、この限りでな

い。 
ご み 集 積 施

設 予定建築物の計画戸数が 20 以上

の住宅の建築 ○ごみ集積施設を設置すること。ただし、周辺のごみ

集積施設の設置の状況等により、市長がその設置の

必要がないと認める場合にあっては、この限りでな

い。 
中 高 層 建 築

物 に つ い て

の措置 地階を除く階数が 4 階以上の階に

居室を有する建築物の建築 ○見下ろしの防止に配慮するための次の措置を講じ

るように努めること。ただし、公園、広場、道路又は河

川等の空地等があることにより、隣接住居の居室へ

の観望が困難となる建築物の部分にあっては、この

限りでない。 

 ﾍﾞﾗﾝﾀﾞの出入口及び床面の上部 1ｍ以下の部分

に視界を通す開口部等がある場合は、ﾍﾞﾗﾝﾀﾞの

手摺は、視界を通さない構造（隙間その他の部分

的なものを除く。）とすること。  

 3 階以上の居室の床面の上部 1ｍ以下の部分に

視界を通す開口部等がある場合は、当該開口部

等に視界を通さないための措置を講じること。 
工 事 施 工 に

係る措置 全ての特定開発事業等 ○工事により発生する騒音及び振動の低減、じんあ

いの飛散防止その他周辺環境に及ぼす影響を最小

限に止めるための措置を講じるよう努めること。          
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基準の項目 基準が適用される特定開発事業等 基準の内容 

土 地 の 安 全

上 必 要 な 措

置 

全ての特定開発事業等 ○土地の安全上必要な措置の基準は、次に掲げるも

ののほか都市計画法第 33 条第１項第７号に規定する

基準に適合するものであること。 

 地盤の勾配は 30 度以下（地盤調査等により、そ

の安定が確認できる場合を除く。）であること。  

 太陽光発電施設の建設等に関しては、次に掲げ

るものであること。 

・ 太陽電池モジュールを支持する架台の基礎

は、上部構造が構造上支障のある沈下、浮

上がり、転倒又は横移動を生じないよう、地

盤に定着されたものであること。 

・ 太陽電池モジュールは、荷重又は外力によ

って、脱落又は浮き上がりが生じないよう、

構造耐力上安全である架台に取り付けられ

たものであること。 

・ パワーコンディショナー等の附帯設備の配

置、構造又は設備は、法令に基づき適切な

措置が行われているものであること。  
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